
 １ 新型コロナウイルス感染症緊急対応   １０，５１３百万円 

 ２ 創造的復興による新たな広島県づくり          ３６百万円 

 ３ 「欲張りなライフスタイル」の実現          ７７百万円 

 ４ その他                  １０４百万円   
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１ 補正予算案の内容 

３ 主な事業の内容 

令和３年２月臨時会付議事項の概要（案） 

 これまでの集中対策により県内の感染状況は改善しつつあるものの，引き続き

高い水準にあることから，感染の再拡大に警戒しながら感染の収束を確実にする

ための取組を進めていく。また，集中対策による影響を受けた飲食事業者に対す

る支援を実施する。 

（１）新型コロナウイルス感染症緊急対応 

２ 予算案のポイント 

事業費  10,513百万円 
[基金積立等を除く実質事業費] 

 ① 感染拡大防止対策 216百万円 

  ● 感染者の早期発見 

   ○ 介護施設等における感染拡大防止 
       重症化しやすい高齢者や障害者が入所する施設の職員を対象に， 

   定期的な抗原検査を継続して実施 

【新型コロナウイルス感染症対策基金充当】 

216百万円 
 

２ 補正予算の規模 

（１）会計別の状況 

１１月下旬以降，広島市内を中心に新型コロナ感染者数は急増し，感染
状況は県内全域にわたって拡大基調となっている。こうした中，広島市
の感染者の新規報告数は既にステージ３を超えステージ４に近い状態で
あり，このままでは県全体に感染が拡大し県全体で同様の事態に陥り，
県民の命，健康，生活に大きな影響が及ぼされるリスクがある。このた
め，切迫した危機の抑え込みに向けて，広島県及び広島市が連携して，

集中的な感染拡大防止対策に取り組む。 

● 新型コロナウイルス感染症緊急対応            ５，５０６百万円 
 【感染拡大防止対策】 

   ＰＣＲ検査の集中的な実施（１，０３８百万円）  
   ・感染拡大の高止まりをする広島市４区（中区，南区，西区，東区）において， 
    集中的なＰＣＲ検査を実施し，感染拡大防止を図る 
 
   新型コロナウイルス感染症拡大防止協力支援（１，９９１百万円） 
   ・県からの要請に応じ，酒類を提供する飲食店において休業や営業時間の短縮 
    に協力した店舗に対する支援を実施し，感染拡大防止を図る 
 
 【３密を避けた事業継続と雇用維持】 
   頑張る飲食事業者への応援（２，４７７百万円） 
   ・新型コロナウイルス感染拡大防止集中対策に基づく「飲食の場・飲酒の場に 
    おける対策」の影響により，売上が減少した飲食事業者に対する支援 
 
    

（２）債務負担行為                     計14百万円                                              

  【一般会計】 

 ○ 農業振興資金の融資に対する利子補給                            

                                                    

14百万円 

（単位：百万円，％）

現計予算額 補正額 累計額 対現計予算比 対前年同期比

A B C＝（A＋B） C/A

1,261,967 5,506 1,267,473 100.4 118.4

850,388 5,506 855,894 100.6 128.0

233,920 0 233,920 100.0 99.2

177,660 0 177,660 100.0 106.8

543,808 0 543,808 100.0 99.0

72,995 0 72,995 100.0 97.5

1,878,771 5,506 1,884,277 100.3 111.2

※　百万円未満を四捨五入しているため，合計が一致しない場合がある。

特 別 会 計

区　　　　分

一 般 会 計

一 般 事 業

職 員 給 与

公 共 事 業

企 業 会 計

合 計

資 料 提 供 

 令和３年１月２９日 
 課  名：財政課 
 担 当 者：髙橋 
 内  線：2290 
 直通電話：082-513-2291 
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３ 一般会計の状況（款別内訳） 

県 税 339,316 0 339,316 26.8

地 方 消 費 税 清 算 金 128,482 0 128,482 10.1

地 方 譲 与 税 52,532 0 52,532 4.2

地 方 特 例 交 付 金 1,459 0 1,459 0.1

地 方 交 付 税 172,754 0 172,754 13.6

歳 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 600 0 600 0.1

分 担 金 及 び 負 担 金 6,624 0 6,624 0.5

使 用 料 及 び 手 数 料 10,559 0 10,559 0.8

国 庫 支 出 金 261,975 4,707 266,682 21.0

財 産 収 入 8,395 0 8,395 0.7

寄 附 金 421 0 421 0.0

入 繰 入 金 26,648 0 26,648 2.1

繰 越 金 4,357 0 4,357 0.4

諸 収 入 99,756 799 100,555 7.9

県 債 148,089 0 148,089 11.7

合　　　　　　　　　計 1,261,967 5,506 1,267,473 100.0

議 会 費 2,063 0 2,063 0.2

総 務 費 75,863 0 75,863 6.0

民 生 費 150,413 0 150,413 11.9

衛 生 費 140,208 3,029 143,237 11.3

歳 労 働 費 3,185 0 3,185 0.3

農 林 水 産 業 費 35,678 0 35,678 2.8

商 工 費 111,349 2,477 113,826 9.0

土 木 費 127,374 0 127,374 10.0

警 察 費 63,253 0 63,253 5.0

教 育 費 197,905 0 197,905 15.6

出 災 害 復 旧 費 49,789 0 49,788 3.9

公 債 費 143,187 0 143,187 11.3

諸 支 出 金 159,803 0 159,803 12.6

予 備 費 1,900 0 1,900 0.1

合　　　　　　　　計 1,261,967 5,506 1,267,473 100.0

※　百万円未満を四捨五入しているため，合計が一致しない場合がある。

（単位：百万円，％）

区　　　　　　　分 現計予算額 累　計　額 構成比補正額
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４ １８０条専決処分報告（５件） 

　　　令和２年度広島県一般会計予算の補正について
　・　新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止するために行う，営業時間の
　　 短縮等の要請に協力した飲食店等への支援に要する経費について，令和
  　 ２年度広島県一般会計予算を補正（財政課）

　　　訴えの提起について
　・　家賃滞納者に対する県営住宅明渡等請求に係る訴えの提起（住宅課）

　　　和解に応じることについて（２件）
　・　道路の施設不全に起因する損害賠償請求事件に係る和解（土木建築総務課）
　・　家賃滞納者に対する県営住宅明渡等請求事件に係る和解（住宅課）

　　　損害賠償額の決定について【500万円以下の損害賠償額の決定】
　・　交通事故（１２件）（総務課：１件，研究開発課：２件，こども家庭課：１件，
　　　　　　　　　　　　　　 営繕課：１件，教育委員会：１件，警察本部：６件）
　・　施設管理瑕疵（２件）（教育委員会）
　・　道路管理瑕疵（６件）（道路河川管理課）
　・　その他（２件）（警察本部）
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【参考】 

  新型コロナウイルス感染症緊急対応 

創造的復興による新たな広島県づくり 
４ つ の 柱  

Ｈ 3 0 年 度 
最終予算額 

Ｈ 3 1 年 度 
当初予算額 

累 計 

安心を共に支え合う暮らしの創生 ２６億円 ２２億円 ４８億円 

未来に挑戦する産業基盤の創生 ５０４億円 １６２億円 ６６６億円 

将来に向けた強靭なインフラの創生 １，１２０億円 ８２４億円 １，９４４億円 

７月豪雨災害対応（被災地域等） １，０７９億円 ５５５億円 １，６３４億円 

防災・減災対策 ４１億円 ２６９億円 ３１０億円 

新たな防災対策を支える人の創生 0億円 １億円 １億円 

その他（応急対策等） ５４億円 １５億円 ６９億円 

一般会計 計 １，７０５億円 １，０２４億円 ２，７２９億円 

 特別会計 計 ８２億円 －億円 ８２億円 

 公営企業会計 計 ８１億円 ５１億円 １３２億円 

 合  計 １，８６８億円 １，０７４億円 ２，９４３億円 

                      累計額 160,662百万円 

要修正 

（単位：百万円）

405 25,706 3,029 29,141

8 43,141 0 43,149

(債務24,520) (債務24,520)

385 60,319 2,477 63,181

750 13,516 0 14,266

30 3,468 0 3,498

0 6,453 0 6,453

(債務24,520) (債務24,520)

1,579 152,604 5,506 159,688

0 228 0 228

0 228 0 228

0 746 0 746

0 746 0 746

(債務24,520) (債務24,520)

1,579 153,578 5,506 160,662

  ※　百万円未満を四捨五入しているため，合計が一致しない場合がある。

  ※　R元年度までの累計額は，R元年度決算見込額，R元年度繰越額（R元→R２）を合計した額。

  ※　上記とは別に，R2年度予備費（1,273百万円）で対応している。

　※　合計欄の数値は，会計間の繰入繰出を勘案していない単純合計。

合計

補正予算額

特別会計　計

病院事業会計

公営企業会計　計

新しい生活様式を踏まえた経済活
動の安定的発展

一般会計　計

港湾特別整備事業費特別会計

３密を避けた事業継続と
雇用維持

安心・安全な県民生活

教育機会の確保

感染拡大防止対策

新型コロナウイルス感染症
緊急対応６つの柱

R元年度まで
の累計額

R２年度
現計予算額

累 計 額

医療提供体制の確保



令和２年度２月補正（臨時会）

※国庫支出金のうち，新型コロナ感染症対応地方創生臨時交付金（1,038,470千円）

要求どおり

0 0 0 0 0

査定結果

現計予算額 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

要　求　額 1,038,470 1,038,470 0 0

査　定　額 1,038,470 1,038,470 0 0

※検体プール検査法は複数人（５人程度）の検体を混合し同時に検査を実施し，陽性の場合，元の検体全てについ
て，個別検査を実施し陽性・陰性を判定する手法。効率的な検査が可能であり，国からも無症状者に幅広く検査を実
施する場合の検査法として認められる手法。

成果目標

○　事業目標：新型コロナウイルス感染症の感染拡大の防止

事業費　（単位：千円）

事 業 費
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

  感染拡大の高止まりする広島市４区において，集中的にPCR検査を実施し感染拡大を防止する。
（単位：千円）

内　　　　容
２月補正
要求額

　広島市内の４区別に検査実施期間を設定し，居住者向け及び就業者向けにそれぞれ検体採取の仕組
みを構築し，集中的にPCR検査（※検体プール検査法等を活用）を実施するとともに，検査結果の分
析・検証を実施する。

【検査実施期間】
　令和３年２月中旬から３月中旬（概ね１か月）

【実施方法等】
　広島市４区で概ね各１週間ずつ実施
　１日当たり最大8,000件（期間中28万件を想定）

【居住者向けPCR検査】
　検体を採取する会場を各区内に設け，各会場において検体を採取する

【就業者向けPCR検査】
　申込事業所に対し検体を採取するキットを配布し，取りまとめた検体を回収する

【周知・広報】
　ホームページ，ポスティング等により周知・広報を徹底する

1,038,470

　事業内容

支出科目 款：衛生費　項：公衆衛生費  目：予防費　　　　　　　
担当課 新型コロナウイルス感染症対策担当

事業名 新型コロナ感染症PCR検査集中実施事業（国庫）【新規】

目　的

〇　新型コロナの感染拡大防止のために，令和３年１月18日から令和３年２月７日までを期間として「第2次新型コロナ
　感染症拡大防止集中対策」を実施しているところであり，県民の皆様及び事業者の皆様の協力により，広島市におい
　てはステージⅣから大きく改善が図られているが，一部地域においては感染が高止まりしている。
〇　県においては，感染の再拡大防止と，県民の社会経済活動への影響を最小化し，長期化を回避するために，「早
　く，強く，短く」という考え方のもと，広島市の特に感染者が多い地域においてPCR検査を集中的に実施し，徹底的
　に感染の連鎖を断ち切り，確実に感染拡大を抑え込む。

事業説明

　対象者

　広島市４区（中区，南区，西区，東区）の居住者及び就業者のうち無症状者
　（※新型コロナ感染症の症状を有する方は従来通りPCR検査可能な医療機関での受診とする）
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令和２年度２月補正（臨時会）

※国庫支出金のうち，新型コロナ感染症対応地方創生臨時交付金（1,990,560千円）

事業名 新型コロナウイルス感染症拡大防止協力支援事業（国庫）

支出科目 款：衛生費　項：公衆衛生費  目：予防費　　　　　　　
担当課 新型コロナウイルス感染症対策担当

※　現案は現時点で想定される案であり，今後の感染状況や専門家の意見等を踏まえ，正式に決定する。
　　（２月４日臨時会終了後予定）

目　的

○　感染拡大防止の観点から，これまで12月17日から１月３日まで及び１月４日から17日までの２回にわたり，酒
　類を提供する飲食店に対し，全期間における酒類提供時間及び営業時間の短縮を要請するとともに，「第２次新
　型コロナ感染症拡大防止集中対策」として１月18日から２月７日までの間，国の緊急事態宣言に準じた飲食店の
　営業時間短縮を要請してきた。
○　現在，県内の感染状況はステージⅡ相当で安定しており，広島市においてもステージⅣ相当から大きく改善し
　ているものの，他自治体事例では飲食店等への営業時間短縮要請解除後に感染状況が悪化していることを踏ま
　え，本県においては，営業時間短縮要請を段階的に解除することとし，確実に感染拡大を抑え込む。

事業説明

　対象者

　県からの要請に応じた酒類を提供する飲食店（食品衛生法の飲食店許可を受けている店舗）

　事業内容

成果目標

○　事業目標：新型コロナウイルス感染症の感染拡大の防止

事業費　（単位：千円）

事 業 費
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

0査　定　額 1,990,560 1,990,560 0 0

要求どおり

0 0 0 0

現計予算額 9,712,874 9,712,874 0 0 0 0 0 0 0

要　求　額

査定結果

　第３次新型コロナウィルス感染症拡大防止集中対策として，２月８日から２月21日までの間において広島市全域の
酒類を提供する飲食店に対して，酒類提供時間及び営業時間の短縮をこれまでより１時間緩和して要請することと
し，同要請に全面的に協力した店舗に対して協力支援金を支給する。
※ ただし，今後感染状況が拡大することになれば飲食店等に対してより厳しい営業時間短縮等を要請することとす
る。

２月補正
要求額

1,990,560

内　　　　容

○ 県からの要請に応じた対象エリア内の酒類を提供する飲食店に対して，協力支援金を支給する。
【期間】
　令和３年２月８日～２月21日（14日間）
【対象者】
　食品衛生法の飲食店許可を受けている酒類を提供する飲食店
【対象エリア】
　広島市全域
【支給額】
　・協力要請期間中に酒類の提供時間を5時から20時までかつ営業時間を5時から21時までの間に
　　短縮した酒類提供飲食店
　　　１店舗当たり28万円
　・協力要請期間中に休業した酒類提供飲食店
　　　１店舗当たり38万円
※ なお，本来の営業終了時間が21時までとしていた飲食店は対象外とする。

（単位：千円）

01,990,560 1,990,560 0 0

0 0 0 0
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令和２年度２月補正（臨時会）

※国庫支出金のうち，新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（1,677,960千円）

（単位：千円）

内　　　　容
２月補正
要求額

2,476,940

○県と市町が連携して，売上が減少した飲食店等に対する支援を実施する。

【対象者】
　県内の売上が減少した飲食店等（「広島市内の飲食店等における営業時間の短縮等の要
請」の対象となっている飲食店や宅配専門店等を除く。）
【支援額】
　１店舗：３０万円（負担内訳：県２０万円，市町１０万円）
【要　件】
　ア　令和２年12月又は令和３年１月の売上が対前年同月比で３０％以上減少していること
　イ　「新型コロナウイルス感染症対策取組宣言店」で，アクリル板等パーテーションを適
　　切に設置するなど，感染予防対策を取っていること（予定も含む。）
　ウ　県内の中小企業基本法で定義する中小企業（個人事業主含む）が運営する店舗である
　　こと

査定結果
要求どおり

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

1,677,960 0 0 0 0 798,980

県債 一般財源

1,677,960 0 0 0 0 798,980 0 0

成果目標

○ 事業目標：支援対象となった飲食店等の事業継続

事業費　（単位：千円）

財　　　　源　　　　内　　　　訳
国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入

　事業内容

支出科目 款：商工費　項：工鉱業費　目：中小企業振興費　　　　　　　　　
担当課 商工労働総務課

事業名 頑張る飲食事業者応援事業（一部国庫）【新規】

目　的

　第２次新型コロナウイルス感染拡大防止集中対策に基づく「飲食の場・飲酒の場における対策」の影響を受けて，
売上が減少した飲食事業者（飲食店等）に対して支援する。

事業説明

　対象者

　県内の売上が減少した飲食店等（広島市内の飲食店等における営業時間の短縮等の要請（第２次：令和３年１月18
日～２月７日）の対象となっている飲食店や宅配専門店等を除く。）

査 定 額

要 求 額

現 計予 算額

事 業 費

2,476,940

2,476,940

0
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